
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力・・・少子高齢化が進み高齢化率が高いほか、企業なども少ないことから税収が少なく、歳入に占める地方税
　　　　　　 の割合は低く全体の８．８％である。町内に主要な産業もなく、財政力指数は０．２以下で推移してきた。
　　　　　　 今後は、少子化対策などの推進により、労働力人口の増加を図るなど税収の増加につながる施策を推進
               していく。
経常収支比率・・・、近年、公債費や扶助費が増嵩している。加えて、収入の半分を占める交付税は減少傾向にあ
　　　　　　　り、経常収支比率は年々、増加傾向にある。公債費については平成１６年度をピークに以後は減少傾
　　　　　　  向にあるため、ここ数年は、他の経常経費の抑制を図りつつ健全財政を確保していく。
ラスパイレス指数・・・ラスパイレス指数については、従来より95％前後で推移しており、さらに近年は特殊勤務手当
　　　　　　　ての全廃などで給与の適正化を図ってきた。
　　　　　　　今後も、職員数の適正化、給与体系の見直しなどを検討していく。
起債制限比率・・・過疎対策事業など有利な地方債の発行により、起債残高は高いものの比率は全国平均を下回っ
　　　　　　　ている。今後、償還は減少するものの、大きな税収の伸びが期待できない中、交付税の減額等により標
　　　　　　　準財政規模も下がり、同比率も上昇傾向にあるため、新規地方債発行の抑制にも努めていく。
地方債残高・・・平成５年度～平成１１年度にかけて、コミニティプラント事業や総合スポーツ公園、宿泊滞在型レク
　　　　　　　レーション施設などの大規模事業を実施し残高が増加しているが、平成10年度末の67億円をピークに
　　　　　　　減少傾向にあるため、今後も新規地方債発行の抑制に努める。
人口千人あたりの職員数・・・全国平均は上回っているものの、ほぼ類似団体平均で推移している。平成１７年４月
　　　　　　　の合併により、職員数の削減が健全な財政運営に与える影響は大きく、今後、計画的に定員管理の適
　　　　　　　正化を図っていく。


